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研究成果の概要（和文）：本研究では、遺産動機、社会規範、社会保障制度（特に公的介護保険制度）が親子の同居行
動、親と子の消費・貯蓄行動、労働供給・余暇行動、遺産行動、援助・介護行動に与える影響に関する理論的・実証的
分析を中国、インド、日本、アメリカなどからのマイクロ・データを用いて行った。その結果、人々の家族内の行動は
国によって大きく異なり、中国人と日本人は比較的利己的に行動するのに対し、インド人とアメリカ人は比較的利他的
に行動するという結果を得た。

研究成果の概要（英文）：In this research, we conduct a theoretical and empirical analysis of the impact 
of bequest motives, social norms, and the social security system (especially the public long-term care 
insurance system) on the consumption, saving, labor supply, leisure, bequest, transfer, long-term care, 
and co-residence behavior of parents and children using micro data from China, India, Japan, the United 
States, etc. We find that the intra-family behavior of individuals varies greatly from country to 
country, with the Chinese and Japanese behaving relatively selfishly and Indians and Americans behaving 
relatively altruistically.

研究分野： 経済学、特にマクロ経済学、家計経済学、日本経済、アジア経済
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１．研究開始当初の背景 

 

伝統的な経済理論では、各個人が自らの効用

が最大になるよう、単独で意思決定を行うと

仮定しているが、各個人の意思決定と他の個

人の意思決定との間に相互依存関係がある

と考えられ、家族内の場合においてその可能

性が特に高い。したがって、家族内（例えば

親子間）の行動を分析する際は、双方の意思

決定の相互依存関係を考慮する必要がある

が、先行研究では、このような相互依存関係

が十分考慮されていなかった。 

 

しかし、親子間の意思決定の相互依存関係を

考慮した家計行動に関する理論モデルは少

なくとも３つある。例えば、単一モデル

（unitary model)は、親と子の間に世代間の

利他主義・愛情があり、親と子が相手の効用

を自らの効用と同じくらい重視することを

仮定しており、このモデルが正しければ、親

子は1つの経済主体として行動するはずであ

る。他方、非協力モデル（non-cooperative 

game ） お よ び 集 団 的 意 思 決 定 モ デ ル

（collective model）は、親と子の間に世代

間の利他主義・愛情がない、またはあったと

しても親子の利他主義の程度が不完全なも

のであると仮定しており、このモデルが正し

ければ、双方が独立で意思決定を行い、一方

の意思決定が他方の意思決定に影響する。本

研究の目的の一つは理論分析・実証分析にお

いて、親子の意思決定の相互依存関係を十分

考慮することであり、そうするためには、こ

れらの理論モデルを必要に応じて拡張し、実

証分析の理論的枠組みとして用いる。 

 

２．研究の目的 

 

本研究の目的は、国際比較の観点から親子の

経済関係および社会規範や社会保障制度が

親子関係に与える影響について分析するこ

とである。具体的には、①遺産動機、②社会

規範、③社会保障制度（特に公的介護保険制

度）が親子の同居行動、親と子の消費・貯蓄

行動、労働供給・余暇行動、遺産行動、援助・

介護行動に与える影響に関する理論的・実証

的分析を中国、インド、日本、アメリカなど

からのマイクロ・データを用いて行うことで

ある。 

 

本研究は、（１）理論モデルを再構築し、そ

の妥当性について検証する、（２）親子の経

済関係を網羅的に捉える、（３）社会規範と

社会保障制度(特に公的介護保険制度)の親

子関係に与える影響について考慮する、（４）

日本、アメリカ、中国、インドなどを含む国

際比較分析を行い、そうすることによって社

会規範・制度などの影響について明らかにす

る、という特色と独創性をもつ。 

 

３．研究の方法 

 

本研究では、３つの分析を行った。親の遺産

動機が親子の行動に与える影響に関する分

析として、（１）遺産行動・親子関係の国際

比較研究を行った。また、社会規範・社会保

障制度（特に公的介護保険制度）が親子の行

動に与える影響に関する分析として、（２）

社会規範・複製効果（社会規範が代々引き継

がれるという現象）の検証、（３）公的介護

保険制度の親子の行動に与える影響に関す

る分析を行った。 

 

実証分析においては、主に、大阪大学大学院

経済学研究科・社会経済研究所の２１世紀Ｃ

ＯＥ・グローバルＣＯＥの一環として実施さ

れた「くらしの好みと満足度についてのアン

ケート」の中国調査、インド調査、日本調査

およびアメリカ調査からの個票データを用

いた。このアンケート調査には、遺産動機、

親子関係、消費、貯蓄、就業などに関する詳



細な質問が含まれているため、各国のデータ

を用いることによって遺産行動と親子関係

の 4 カ国比較を行うことができた。加えて、

これらの国では遺産行動と親子関係がどの

程度類似しており、またそれぞれの国の人々

が親または子に対し、どの程度利己的・利他

的であるかを明らかにすることができた。 

 

４．研究成果 

 

本研究では、家計行動に関する３つの理論モ

デルを用いて人々の遺産行動・親子関係を理

論的に分析し、中国，インド，日本，アメリ

カで実施されたアンケート調査からの個票デ

ータを用いて実証分析を行い、これらの国に

おける遺産行動（遺産動機・遺産の分配方法）

の実態を明らかにし、それぞれの国において

どの家計行動の理論モデルが成り立っている

かを明らかにした。その結果、国によって遺

産行動が大きく異なり、異なる理論モデルが

成り立っているということが分かった。例え

ば、インドとアメリカでは、遺産動機は比較

的強く、子供からなんの見返りがなくても親

は遺産を残す傾向があり、遺産行動は比較的

利他的であるという結果を得た。一方、中国

と日本では、遺産動機は比較的弱く、親は子

供が老後の世話をしてくれたり、家業を継い

でくれたりしない限り、遺産を残さない傾向

があり、遺産行動は比較的利己的であるとい

う結果を得た。このような違いは、ある程度、

国同士の社会保障制度、社会的規範などのよ

うな外的要因の違いによるものであり、ある

程度、国同士の家計の選好の違いによるもの

であることが研究結果によって示された。ま

た、後者は国同士の宗教心の強さの違いによ

る可能性が高いということも分かった（詳細

については、Horioka (2014)を参照されたい）。 

 

Kureishi and Wakabayashi (2010)は、日本家

族社会学会が実施した「家族についての全国

調査」からの個票データを用いて、親子同居

の理論的・実証的分析を行い、長子が親と同

居する（または近くに住む）確率はそれ以外

の子が親と同居する（または近くに住む）確

率よりも高いが、それは長子が利己的であり、

親の介護・世話をしたいからではなく、親に

孫の面倒を見てもらいたいからであるという

結果を得ている。この結果は、人々が利己的

であるということを示唆し、上記の Horioka 

(2014)の結果と整合的である。 

 

社会保障制度（特に公的介護保険制度）の人々

の行動に与える影響については、菅・梶谷

(2014)を参照されたい。日本では、2000 年に

公的介護保険制度が導入されたが、菅・梶谷

(2014)は、その制度の導入により、女性によ

る家族介護が減少したという結果を得ている。

この結果は、介護保険制度の導入により、介

護保険によって介護士による介護の費用を賄

うことが可能となり、その分だけ家族介護が

減少し、公的介護保険制度の導入が人々の行

動（特に介護行動）に大きな影響を及ぼした

ということを示唆する。公的年金制度、高齢

者医療制度など、それ以外の社会保障制度も

人々の行動に大きな影響を及ぼす可能性が高

く、これらの制度がもたらす影響の分析が今

後の課題として残される。 

 

これらの分析結果は重要な政策的インプリケ

ーションを持つ。例えば、中国人と日本人は

どちらかといえば利己的であるという結果は、

中国と日本では、景気刺激策としての減税政

策、公的年金制度の導入などのような介入的

財政政策は有効であり、相続税などによって

資産格差が代々引き継がれることを阻止する

必要性がそれほどないということを示唆する。 
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